
施策名：データセンターの地方拠点整備事業

施策
分類 ①予算 ４つの視点に

基づく分類 ➀デジタル基盤の整備

レジリエンスの確保等の観点から、東京圏以外におけるデータセンター(DC)
の新規拠点を整備するため、DC事業者等に対し、地方での新規拠点整備
に必要となる電力・通信インフラ整備等に係る費用を補助する。本事業では、
特にDC新規拠点の地方設置の際に障害となる電力・通信インフラ整備等
を通じ、東京圏以外におけるDC拠点の新規整備（複数件）を目指す。

レジリエンスの強化や再生可能エネルギーの活用といった課題
解決に加え、2020年代後半に普及が見込まれるポスト５Ｇに
より展開される自動運転や遠隔医療・遠隔教育などのサービス
実現には、トラフィックの地方分散を通じた低遅延性の確保が不
可欠。データセンターの民間需要動向を見極めつつ、我が国全
体でのデータセンターの最適配置(新規拠点整備)を後押しする。

目的

詳
細
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予算額
令和3年度補正一般会計
7,095百万円
※令和４年度以降４年間で総額455 億円を国
庫債務負担行為により支出

東京圏等に集中しているデータセンターについて、民間需要動向を見極めつつ、我が国全体での最適配置を目指す。
施策
効果の
詳細

概要

＜中長期的取組＞

令和3年度 令和4年度 令和5年度以降

立地要件の整理や必要な
支援策の検討等を実施

データセンターの国内最適配置に向け、
拠点化のための整備支援、地方立地等を促進

（１）電力・通信インフラ整備支援
• 複数のDCが集積する中核DC拠点の設置にあたり、電力供給や通信回

線の引込等を行うためのインフラ（共同溝等）の整備費用の一部を支援。

（２）地域拠点用地整備

＜共同溝イメージ＞ ＜共同溝例＞

• 複数のDCが集積する中核DC拠点の設置にあたり、
土地造成のための費用を支援。
＜中核DC拠点イメージ＞ ＜DC拠点例（印西大和ハウス）＞

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
補助（1/2）

民間
企業等
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